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次世代遠隔教育システム

のイメージ
このシステムにより,いつ

でも,どこでも,ネットワー

クとパソコンを活用し,時間

的,空間的制約を超え,教育

を受講することができるよう

になる｡

大学では現在,少子化の影響を受け†特色のある大学作りを急務としている｡そのような中で,各大学は,単位の互換を前

提とした学部間･大学間の連携手段として,遠隔講義に注目している｡

日立製作所は,これまでのさまざまな形態の遠隔教育システムソリューションに加え,現在,単位の認定を前提とした遠隔

教育システムを次世代遠隔教育システムと位置づけ,実運用に対するユーザーのニーズや課題などを考慮したシステムの開発

を行っている｡

次世代遠隔教育システムでは,オンデマンド型の講義コンテンツを作成する負担を軽減するために,通常に行われている講

義からオンデマンド型コンテンツを自動的に作成する｢コンテンツ自動生成機能+と,教育効果をさらに嵩めるために,教員か

ら学生に対する働きかけを実現した｢講義資料連携表示機能+を開発した｡これらに加え,受講者を管理する管理システムや,

学生側から教員に対しての働きかけを実現するための機能などの開発を進めている｡今後は大学の事務系システムや図書館系

システムとの連携などを含め､ユーザーの視点に立った次世代遠隔教育システムの開発を目指す｡

はじめに

四年制大学の入学者数はここ数年頭打ちの状態となっ

ているが,学校数は増え続けている｡一方,短期大学で

は,入学者数が1993年度以降減少し続けており,学校数

も1996年度以降減少傾向にある(図1,2参照)｡

そのため,多くの大学では,最新の学問･技術を反映

した学部･学科の新設や,白大学にない講座の単位を他

大学と互換することにより,他校に対する優位点の明確

化や連携を図ることが課題となっている｡

1997年12月と2000年11月の文部省(現文部科学省)大

学審議会の答申で,遠隔授業の位置づけが提言された｡

これを受けて,学部間,他大学間の連携や,単位互換の

手段として今大学で注目しているのが,新しい教育手段

である遠隔教育である｡

ここでは,遠隔教育に対する日立製作所のソリューショ
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図1四年制大学と短期大学の学校数の変移

四年制大学の数は毎年増加し続けている反面,短期大学の数は

1996年をピークに減少に転じている｡
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注:[:コ(四年制大学入学者数),⊂コ(短期大学入学者数),･t←(高校卒業者数)

図2 高校卒業者数と四年制大学･短期大学の入学者数の変移

高校卒業者数は,1992年をピークに毎年減少している｡それに

伴い,ここ数年,四年制大学の入学者数は頭打ちの状態であり,

短期大学の入学者数は減少を続けている｡

ン,通信･放送機構と慶應義塾大学との共同研究をベー

スにした次世代遠隔教育システムヘの取組み,および今

後の展開について述べる｡

遠隔教育に対する日立製作所の

ソリューション

遠隔教育システムは,遠隔地をリアルタイムに結び双

方向でやり取りを行う｢リアルタイム型+と,蓄積した講

義コンテンツを学習者が任意の場所･時間で受講する

｢オンデマンド型+に大別することができる｡

日立製作所は,ユーザーの利用目的やニーズなどに合

わせて,以下のようなさまざまな形態の遠隔教育システ

16

ムソリューションを提案している｡

2.1リアルタイム型の遠隔教育システムソリューション

リアルタイム型に対しては,講義形態に応じてシステ

ムの選定を行い,ユーザーのニーズに合ったソリュー

ションを提供している｡

多人数が同時に受講する形態に対しては,ATM

(AsynchronusTransferMode)やギガビットクラスの高

速ネットワークのほか,衛星ネットワークを利用して遠

隔地を結ぶソリューションが適している｡これらのシス

テムでは,映像の圧縮形式にMPEG-2を採用しているこ

とから,テレビ画質並みの映像の伝送が可能である｡こ

のため,100型以上の大型ディスプレイに対しても高画

質で滑らかな映像を表示することができ,臨場感のある

講義を受講できることが特徴である｡

ゼミナール形式の講義などの小規模教育形態にはテレ

ビ会議システムを利用したソリューションを,個人単位

での受講には,国際標準規格であるMPEG-4を画像圧縮

形式に採用し,LANやインターネットなど低速度のネッ

トワークに対応したソリューションをそれぞれ提供して

いる(詳細は本特集の別論文を参照)｡

2.2 オンデマンド型の遠隔教育システムソリューション

オンデマンド型に対しては,蓄積するコンテンツの内

容に応じてWBT(Web-Based Training)やVOD(Video

on Demand)システムを利用したソリューションを提供

している｡

WBTはネットワークを介して行う自己学習システムで

あり,演習問題やテスト形式中心のコンテンツを使い,

学習者が個人のペースに合わせて進めていくことがで

きる｡

VODは,講義映像を蓄積しておき,学習者の要求に

応じてこれを配信するシステムである｡実際の講義を任

意の時間と場所で再現することができる｡講義映像の圧

縮形式には,MPEG-4を採用している｡また,講義映像

に講義資料を連携して配信することが可能なシステムを

提供している(詳細は本特集の別論文を参照)｡

次世代遠隔教育システムヘの取組み

前述のように,今,多くの大学が学部間や他大学との

連携手段として,遠隔教育に注目している｡日立製作所

は,これら単位認定を前提とした遠隔教育に対応するた

めに,従来のソリューションをベースにした次世代遠隔

教育システムの開発に取り組み,新しいソリューション

の提供を目指している｡
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3.1次世代遠隔教育システムの開発方針

開発にあたり,米国の事例調査と,わが国の大学での

ヒアリングを行った｡大学が次世代の遠隔教育システム

に求めているものは以下の3点である｡

(1)リアルタイム型やオンデマンド型をはじめとする,

さまざまな教育形態に対応できるようにしたい｡

(2)コンテンツ作成や受講の管理に関して,教員や大学

職員など運用側の負担を軽減したい｡

(3)教員の意思を学生に伝えるとともに,学生の反応を教

員にフィードバックすることにより,教育効果を高めたい｡

これらの要件を受け,日立製作所は,次世代遠隔教育

ソリューションでは,双方向性(インタラクション)の充

実による教育効果の向上,およびリアルタイム型とオン

デマンド型の統合による利便性の実現の2点を目標とし

た(表1参照)｡

双方向性を充実することで,遠隔地の教員と学生間の

意思伝達のサポートを行うことができる｡これまでの遠

隔講義では遠隔地の状況を把握することが難しいため,

教員からの一方的な講義になりがちであった｡しかし,教

員と学生の意思伝達をサポートすることにより,教員の

意思に沿ったスムーズな講義の進行や,質問など学生の

意思を反映した教育効果の高い講義の実現が期待できる｡

一方,リアルタイム型とオンデマンド型を統合するこ

とで,一つのシステムで多様な教育形態への対応が可能

となる｡これにより,利用者や管理者が複数のシステム

を使い分ける必要がなくなり,運用面と管理面での利便

性を向上させることができる｡また,これまでまったく

別のものと考えられていたリアルタイム型とオンデマン

ド型のコンテンツをシステム的に統合し,相互に活用す

ることで,コンテンツ作成のための負担を大幅に軽減す

ることが期待できる｡

日立製作所は,これらを次世代遠隔教育システムソ

表1次世代遠隔教育システムに求められる要件と日立製作

所の対応

米国の事例調査とわが国の大学でのヒアリングから,次世代遠

隔教育システムに求められているニーズの抽出を行った｡

要 件 開発方針 開発･権討内容

多様な教育形態
リアルタイム型と

オンデマンド型の

統合

･コンテンツ自動生成
への対応 機能の開発

･統合管理システムの運用,管理の

負担の軽減 検討

教育効果の向上 双方向性の充実
･講義資料連携表示機
能の開発

･学生応答機能の検討

リューションとして提供するために,以下の機能を実現

するシステムを開発した｡

(1)教員が講義資料をめくるタイミングに合わせて学生

側の資料も連携して表示される｢講義資料連携表示機能+

(教員から学生への意思伝達の実現)

(2)リアルタイムで行っている講義をそのままオンデマ

ンド型のコンテンツとして生成,蓄積する｢コンテンツ自

動生成機能+(コンテンツ作成の負荷軽減の実現)

上記のほか,さらに充実したソリューションを提供す

るために,現在,以下のシステム開発計画を進めている｡

(3)教員と学生双方がリアルタイム型とオンデマンド型

の区別を意識することなく利用できる管理システム(管

理利用面での負荷軽減の実現)

(4)学生の反応や応答を教員側に伝えるためのシステム

(学生から教員への意思伝達の実現)

実際に開発した二つのシステムの概要と,これからの

開発計画を含めた今後の展開について以+Fに述べる｡

開発システムの概要

次世代遠隔教育システムソリューションの提供を目指

し,教員からの意思伝達を実現するための講義資料連携

表示システムと,コンテンツ作成の負荷を軽減するため

のコンテンツ自動生成システムを開発した｡

4.1講義資料連携表示システム

講義資料連携表示システムは,教員が講義中に使用して

いる講義資料とMPEG-4講義映像を学生用端末の画面上

でリアルタイムに同期して表示するものである(図3参照)｡

講義資料連携表示は,リアルタイムエンコーダ,映像

淡

々J-ふど′､､シ

1.遠隔教育のシステム要件

凄腕地の額讐を抵i$｢遠隔持養.jの零件

ネットワ仙ク奈義熊した｢遵碍粉塵+(乃撃砕
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図3 講義映像と講義コンテンツ表示例

講義映像の進行に応じて,講義賃料が自動的に切り替わって表

示される｡
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義資料表示

｢m
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講義関連
教員用端末 っけ情報

＼
講義資料

誓
講義管理サーバ っけ情朝

配信サーバ,教員用端末,講義管理サーバ,および学生

用端末が持っている機能を連携させることで実現してい

る(図4参照)｡

まず,教員は,講義資料を講義の開始前に講義管理サ

ーバに登録する｡講義資料は,講義管理サーバに登録す

ることで,連携表示用講義資料に変換される｡

講義が開始されると,講義映像が配信される｡講義映

像の配信には,リアルタイムエンコーダと映像配信サー

バの映像配信機能を用いる｡この機能を利用して,講義

映像をMPEG-4に圧縮し,IP(Internet Protocol)ネット

ワーク上に送出する｡送出されたリアルタイム講義映像

は,遠隔教室または講義教室に設置した学生用端末で受

信し,画面上に表示される｡

一方,教員用端末の講義資料データ送出制御機能は,

教員が行う講義資料のページ切換(次ページ,次の章,

指定したページ)動作に基づいて講義関連づけ情報を送

出する｡

講義関連づけ情報を受信した講義管理サーバでは,講

義資料データ送出機能により,講義関連づけ情報をIP

ネットワーク上の学生用端末に送出する｡講義関連づけ

情報の受信と表示には,学生用端末のリアルタイム講義

表示機能を用いる｡

さらに,リアルタイム講義表示機能によって講義関連

づけ情報を受信し,情報の内容に対応した講義資料のペ

ージ切換を行う｡

このシステムにより,講義資料の切換などといった,

講義の進行に関する教員の意思を学生に直接伝えること

ができ,高い教育的効果が見込まれる｡

4.2 講議コンテンツ自動生成システム

コンテンツ自動生成システムは,通常の講義を実施し

ながら,講義映像と講義資料データが同期して表示され

るオンデマンド型コンテンツを自動的に作成することが

18

学生用端末

遠隔教室･研究室
図4 講義資料連携表示システ

ムの処理の流れ

教員が端末で使用する講義資料

とページ切換を指定すると,講義

管理サーバを経由して,講義関連

づけ情報が学生用端末に送信さ

れる｡

できるシステムである｡

コンテンツ自動生成は,リアルタイムエンコーダ,映

像配信サーバ,講義管理サーバ,および教材蓄積サーバ

が持っている機能を連携させることで実現している(図5

参照)｡

まず,教員は,講義資料を講義の開始前に講義管理サ

ーバに登録する｡講義資料は,講義管理サーバに登録す

ることで,オンデマンド型コンテンツ用講義資料に変換

される｡

講義が開始されると,講義が行われている教室に設置

したリアルタイムエンコーダが講義映像をMPEG-4に圧

縮し,映像配信サーバに蓄積する｡

一方,教員の動作に基づいて教員用端末から送出され

る講義関連づけ情報は,講義管理サーバのリアルタイム

インデキシング機能により,オンデマンド型講義での講

義関連づけ情報の形式に変換され,講義管理サーバに蓄

積される｡

この講義での関連づけ情報はⅩML(Extemsible Mark-

up Language)情報なので,講義映像と同期して表示す

る講義資料の指定だけでなく,ⅩML技術をベースに構造

化された講義資料のページ切換の指定や,講義資料に対

する情報の追記などの講義資料に対する操作,講義中に

教員が特に学生に伝えたい,講義自体に対する属性など

を柔軟に記述することができる｡

最後に,講義管理サーバの講義登録機能により,講義

映像と講義資料と講義関連づけ情報をまとめ,オンデマ

ンド型コンテンツとして,教材蓄積サーバに蓄積する｡

オンデマンド型コンテンツを作成するためには,これ

までは,VTRなどであらかじめ録画した講義映像と,講

義で使用した資料や画像といった講義資料データを手作

業で関連づけを行い,コンテンツサーバなどに蓄積する

必要があった｡
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リアルタイム

エンコーダ

講義資料表示

E幻ヨ璧竺攣

講義教室

-一口ー

映像配信サーバ

/

講義管理サーバ

＼

例えば,コンテンツ作成ツールなどを使用し,90分の

講義映像に30枚の講義資料を手作業で関連づけを行った

場合では,平均して120分程度の時間を要していた｡教

員の日常業務の中でコンテンツ作成のためにこれだけの

時間を割くことは難しく,作業の自動化へ対する高いニ

ーズがあった｡

このシステムにより,これまでは手作業で120分程度

を要していたコンテンツ作成が,10分程度で,しかも自

動で生成することが可能となった｡

今後の展開

前述したように,次世代遠隔教育システムの機能とし

て,(1)教員と学生の間の情報伝達を可能にするインタ

ラクション手段と,(2)異なる環境で講義を受講する学

生を一元管理し,単位認定もサポートするユーザー管理

機能を提供する必要があると考え,開発を進めている｡

さらに,(3)遠隔教育システムの機能を補完する各種シ

ステムとの連携機能を提供する必要もあると考える｡

5.1教員･学生間のインタラクション手段の提供

遠隔教育システムを用いて実施する遠隔講義では,教

員と学生が空間的･時間的に互いに離れた位置にいるた

め,教室内で対面して進行する講義と比べ,両者間の情

報のやり取りが自由にできないという課題が必然的に生

じる｡例えば,｢教員が学生の反応を見ながら講義を進

行する+,｢学生が講義中に教員などに対して質問をす

る+,｢学生どうしあるいは教員と学生の閑で情報交換や

議論をする+などのような,教員が学生に対して意岡す

ることを伝えたり,逆に学生が教員に対して働きかける

という,対面授業ではあたりまえである情報伝達行為が

できない｡教員と学生の関係が希薄となり,空間的･時

間的だけでなく,心理的距離も大きく離れてしまう可能

件がある｡

講義資料

ダウンロード

一口ー
ーー→

教材蓄積サーバ 講義関連

づけ情報
学生用端末

遠隔教室･研究室

図5 コンテンツ自動生

成システムの処理の流れ

講義関連づけ情報を講義

管理サーバで自動蓄積し,

映像配信サーバで蓄積して

いるMPEG-4映像と関連づ

けることにより,教材蓄積

サーバにオンデマンド型教

育用コンテンツとして蓄積

する｡

この課題は,遠隔教育システムでは,参加者(教員や

学生)間の情報伝達を媒介する｢場+を用意することで解

決すると考える｡この｢場+を利用するための双方向な情

報伝達手段(インタラクション手段)を教員と学生に提供

することで,両者の心理的距離が締まり,教員と学生が

協力して講義を進める対面講義と同様なインタラクティ

ブな遠隔講義が実現できる(図6参照)｡

また,｢場+の機能を充実させるとともに,リアルタイ

ム型,オンデマンド型といった講義の受講形態(時間的

郎離)や学生の受講環境の違い(空間的距離)を｢場+が吸

収することで,教員と学生の心理的距離が短くなると考

える｡つまり,教員は,学生の受講場所や受講形態を問

わず,学生に対して講義映像や講義資料だけでは伝えら

れない情報を伝達したり,逆に学生の反応を把握するこ

とができるようになる｡･一方,学生は,受講場所や受講

形態によらず,講義を実施している教室で受講している

情幸馴云達のための

講義教室

｢場+

映像;音声毒

オン

義

+ノ

文字

チャット喜

貝

メール 掲示板箋

l講師の意図･指名l

受講者の反応･質問

テマンド型

受講

こ㌔

学生

アルタイム型

受講

か

′､ジ∴鼻ダ

学生

図6 教員と学生間のインタラクション手段の提供

教員と学生の問に,例えば文字や音声,映像を用いる双方向な

情幸馴云達を媒介する｢場+を提供し,これらの複数の｢場+を組み合

わせて利用することで,対面講義と同様に,教員と学生が協力し

て講義を進めるインタラクティブな遠隔講義を実現する｡
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のと同様に,臨場感を持って受講することができるよう

になる｡

5.2 ユーザー管理の統合

遠隔講義の形態(リアルタイム型･オンデマンド型)や

配信環境(教室間･個別端末向け)に対応した異なるシス

テムで構成する遠隔教育システムでは,それぞれのユー

ザー(教員･学生)の管理を連携させ,システム全体で統

一的に管理する機構を用意する｡これにより,例えば,

学生がリアルタイム型とオンデマンド型の講義の一方を

受講すれば,その講義に出席したことになるといった,

空間的･時間的な制約にとらわれない遠隔教育の利点を

生かした運用が可能になる(図7参照)｡

遠隔教育システムのユーザー管理機構と学内の学生管

理･履修管理システムを連携することで,遠隔教育シス

テムで実施した講義を修了した学生に対して,自学の単

位を自動的に認定することができるようになる｡また,

組織間(大学･学部･キャンパス間)の遠隔教育システム

のユーザー管理機構を連携させることにより,遠隔教育

システム間での単位互換を実現し,結果的に他大学が実

施した遠隔講義を修了した学生に対して,自学の単位を

授与することができるようになる｡

これらのユーザー管理の統合により,教員は,所属組

織や受講形態の異なる学生を区別なく統一的に扱えるよ

うになる｡

A大学

オンデマンド型受講

履修管理単位認定

システム･･……㌻……･･････=･◆どミ.
で■乎

_冗:連携Ⅰ
受講/…よこま‾童生

姦牌警詫訂 リアルタイム型受講

教員l
受講

′㌔

連携 ▲え■学生
+【-▼___t_≠_】_】_+】________+__二二二二二二二二二二二二二ニーニニニこニニニニニ

】叫′聖霊≡心h∧賢‾‾‾‾‾‾‾‾‾▼‾,【▼-【冊▼▼▼¶■▼壷議壷卜一+一

.遠隔教育システム ー連携+履修管理
ユーザー

r

システム
l

図7 ユーザー管理の統合

遠隔教育システムのユーザー管理を一元化し,学内の履修管理

システムや他大学の遠隔教育システムと連携することにより,遠

隔講義を修了した学生は自学または他大学の単位の認定を受ける

ことが可能となる｡教員は,所属組織や受講形態の異なる学生を,

区別なく統一的に扱うことができる｡
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5.3 他システムとの連携

次世代遠隔教育システムでは,単なる遠隔教育の提供

だけにとどまらず,以下のような他システムと連携する

ことにより,遠隔教育のためのプラットフォームとして

進化させていくことが必要であると考える｡

(1)電子図書館システム:講義資料で用いる素材や,遠

隔講義で用いる補助資料･参考文献の検索･閲覧などを

可能にする｡

(2)各種教育システム:協調学習システム(詳細は本特集

の別論文を参照)のような遠隔教育システムの機能を補

完する外部教育システムとの連携により,教育効果を高

める｡

(3)課金管理システム:学外への遠隔講義教材の提供や

外販を支援する｡

(4)著作権管理システム:遠隔講義の教材で使用する素

材データと,教材自体の知的所有権の管理･保護を可能

にする｡

おわりに

ここでは,遠隔教育システムに対する日立製作所の取

組みと,開発した遠隔教育システムについて述べた｡

インターネットをはじめとするネットワークを介した

遠隔教育は,大学などの高等教育棟関で有効なシステム

であるという認識が深まってきている｡

今後も,今回開発したアプリケーションをベースとし

てユーザーニーズに応じた展開を図り,さらに優れた遠

隔教育システムの構築に努めていく考えである｡
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